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１、はじめに
２、それぞれの規制状況
　（１）平成17年会社法
　（２）平成18年金融商品取引法
　（３）平成18年一般法人法
　（４）平成26年改正会社法
　（５）平成29年改正地方自治法
　（６）小括
３、検討
　（１）行為者の規律付け
　（２）地方自治体の長の内部統制に関する義務と責任
　（３）地方自治法で求められる財務に関する事務の内部統制と
　　　  金融商品取引法の関係
　（４）会社法で先行する内部統制の構築範囲の拡大の影響
４、おわりに
１、はじめに
　内部統制に関する規定は、平成14年商法改正において委員会等設置会
社に導入された（商法特例法第21条の7第1項2号、商法施行規則第193条1）。
その後、平成17年に商法から切り出される形で成立した会社法では、監
査役設置会社においても大会社であれば内部統制に関する決定を取締役又
は取締役会が行わなければならないこととされた（平成26年改正前会社
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法348条3項4号及び4項、362条4項5号及び5項2、平成27年改正前会社法施
行規則98条、100条）。
　裁判例においても大阪地判平成12年9月20日3（大和銀行事件）を端緒に
多くの訴訟で内部統制構築に関する取締役の任務懈怠が争われ、最判平成
21年7月9日4（日本システム技術事件）において、最高裁の見解が明らか
にされている。
　また、上場会社には平成18年に証券取引法から改正された金融商品取引
法では、当該会社の属する企業集団及び当該会社の財務情報その他の情報
1 株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（商法特例法）第 21 条の 7
第 1 項柱書では「締役会は、次に掲げる事項その他委員会等設置会社の業務を決
定し、取締役及び執行役の職務の執行を監督する。」とした上で、同 2 号で「監査
委員会の職務の遂行のために必要なものとして法務省令で定める事項」を挙げてお
り、商法施行規則第 193 条において「商法特例法第 21 条の 7 第 1 項第二号に規定
する法務省令で定めるものは、次に掲げるものとする。
　　一 監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項　
　　二 前号の使用人の執行役からの独立性の確保に関する事項　
　　三 執行役及び使用人が監査委員会に報告すべき事項その他の監査委員会に対
する報告に関する事項　
　　四 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項　
　　五 損失の危険の管理に関する規程その他の体制に関する事項　
　　六 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ、効率的に行われるこ
とを確保するための体制に関するその他の事項」と定めていた。
2 会社法 348 条 3 項 4 号「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとし
て法務省令で定める体制の整備」
　同条 4 項「大会社においては、取締役は、前項第四号に掲げる事項を決定しな
ければならない。」
　会社法 362 条 4 項 6 号「取締役会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行
の決定を取締役に委任することができない。
　　六　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の
業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」
　同条 5 項「大会社である取締役会設置会社においては、取締役会は、前項第六
号に掲げる事項を決定しなければならない。」
3 判例時報 1721 号 3 頁。
4 判例時報 2055 号 147 頁。
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の適正性を確保するために必要な体制について評価した報告書の提出が義
務付けられていた（金融商品取引法24条の4の4第1項、内部統制府令3条）。
　こうした中で、会社法における内部統制制度を参考に、平成18年に民
法から切り出される形で成立した一般社団法人及び一般財団法人に関する
法律（以下、一般法人法という）においても、大規模法人は、内部統制に
関する決定を理事又は理事会が行わなければならないこととされた（一般
法人法76条3項3号及び4項、90条4項5号及び5項、197条）。
　また、平成26年会社法改正においては、企業集団（子会社）について
も親会社の取締役または取締役会は業務の適正を確保するための体制整備
に関する決定を行わなければならないこととされた（会社法348条3項4号、
362条4項6号）。
　さらに、平成29年6月9日に改正された地方自治法150条5（平成32年4月
5 地方自治法 150 条〔内部統制に関する方針と体制整備〕
　①都道府県知事及び第 252 条の 19 第 1 項に規定する指定都市（以下この条にお
いて「指定都市」という。）の市長は、その担任する事務のうち次に掲げるものの
管理及び執行が法令に適合し、かつ、適正に行われることを確保するための方針を
定め、及びこれに基づき必要な体制を整備しなければならない。
　　一　財務に関する事務その他総務省令で定める事務　
　　二　前号に掲げるもののほか、その管理及び執行が法令に適合し、かつ、適
正に行われることを特に確保する必要がある事務として当該都道府県知事又は指定
都市の市長が認めるもの　
　②市町村長（指定都市の市長を除く。第 2 号及び第 4 項において同じ。）は、そ
の担任する事務のうち次に掲げるものの管理及び執行が法令に適合し、かつ、適正
に行われることを確保するための方針を定め、及びこれに基づき必要な体制を整備
するよう努めなければならない。
　　一　前項第 1 号に掲げる事務　
　　二　前号に掲げるもののほか、その管理及び執行が法令に適合し、かつ、適
正に行われることを特に確保する必要がある事務として当該市町村長が認めるもの
　③都道府県知事又は市町村長は、第一項若しくは前項の方針を定め、又はこれ
を変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
　④都道府県知事、指定都市の市長及び第二項の方針を定めた市町村長（以下こ
の条において「都道府県知事等」という。）は、毎会計年度少なくとも一回以上、
総務省令で定めるところにより、第 1 項又は第 2 項の方針及びこれに基づき整備し
た体制について評価した報告書を作成しなければならない。
　⑤都道府県知事等は、前項の報告書を監査委員の審査に付さなければならない。
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1日施行予定）においても首長に内部統制の構築を求める法規定が導入さ
れた。
　このように、内部統制に関する制度は、会社法においてもその範囲を拡
張しつつ、株式会社ではない法人を規制する法律にも取り入れられている。
本稿では、このような内部統制制度の展開について、それぞれの制度間で
影響がありそうな問題点を指摘して議論の端緒とすることを目的にする。
２、それぞれの規制状況
（１）平成17年会社法
　平成17年に成立した会社法では、それまで委員会等設置会社6のみに要
求していた、内部統制に関する決定を監査役設置会社にも要求することと
なった。会社法348条3項4号では「取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す
るために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」についての決定
を各取締役に委任することができないとしており、同条4項で大会社には
その決定を義務付けている（取締役会設置会社においても同様である〔会
362条4項6号、同5項〕。なお、さらに会社法施行規則第98条、100条に詳
細な規定がある）。ただし、決定自体は行わなければならないが、リスク
と対応コストの関係から内部統制を設置しないという決定も許容され、決
定内容については取締役の善管注意義務の問題となる。また、取締役は下
　⑥都道府県知事等は、前項の規定により監査委員の審査に付した報告書を監査
委員の意見を付けて議会に提出しなければならない。
　⑦前項の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるものとする。
　⑧都道府県知事等は、第六項の規定により議会に提出した報告書を公表しなけ
ればならない。
　⑨前各項に定めるもののほか、第一項又は第二項の方針及びこれに基づき整備
する体制に関し必要な事項は、総務省令で定める。
6 平成 14 年改正での導入時には委員会等設置会社と呼ばれていたが、平成 17 年
会社法では委員会設置会社となり、平成 26 年改正で指名等委員会設置会社と呼ば
れることになった。
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部組織が大きく直接監視できない場合には、監視義務履行の内容として適
切な内部統制の設置が善管注意義務として求められる。
（２）平成18年金融商品取引法
　平成18年に証券取引法から改正された金融商品取引法では、上場会社
等の有価証券報告書を提出しなければならない会社は、有価証券報告書の
記載内容が同法令に基づき適正であることを確認した旨を記載した確認書
を当該有価証券報告書と併せて内閣総理大臣に提出しなければならない
（金商法24条の4の2第1項）。さらに、同改正から事業年度ごとに、当該会
社の属する企業集団及び当該会社に係る財務計算に関する書類その他の情
報の適正性を確保するために必要なものとして内閣府令で定める体制につ
いて、内閣府令で定めるところにより評価した報告書（以下「内部統制報
告書」という。）を有価証券報告書と併せて内閣総理大臣に提出しなけれ
ばならない（金商法24条の4の4第1項）とされており、上場会社等には財
務情報の正確性についての確認書、内部統制報告書の提出が義務付けられ
ており、より厳格な対応を要求している。
（３）平成18年一般法人法
　ところで、営利を目的としない法人である、一般社団法人・一般財団法
人においても、平成18年に成立した一般法人法において、内部統制に関
する規定が設けられた（なお、公益認定を取得した法人も同様である）。
一般法人法76条3項3号では「理事の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他一般社団法人の業務の適正を確保する
ために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」を各理事に委任で
きないとしており、同条4項で、大規模一般社団法人にはその決定を義務
付けている（理事会を設置する法人〔一般法人法90条4項5号、同5項〕、
財団法人についても同様である〔一般法人法197条〕）。
　役員の責任についても、同法64条で、「一般社団法人と役員及び会計監
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査人との関係は、委任に関する規定に従う」となっており、理事は内部統
制の決定・構築について、株式会社の取締役と同様の善管注意義務を負う
ものと考えられる。なお、代表訴訟は社員が存在する社団法人でのみ可能
である（同法278条）。
（４）平成26年改正会社法
　平成26年改正前会社法では、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する
ために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」（平成26年改正前
会社法348条4項）となっており、法務省令において「当該株式会社並び
にその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制」（会社法施行規則98条1項5号）という立て付けで規制されて
いたが、同年の改正で子会社の内部統制に関する規定は会社法で規定され
ることになった。その理由は、「近時、株式会社とその子会社から成る企
業集団（グループ企業）による経営（グループ経営）が進展し、特に、持
株会社形態が普及していることから、親会社およびその株主にとっては、
その子会社の経営の効率性および適法性が極めて重要なものとなってい」
るためと説明されている7。
　このような経緯から、会社法において明示的に規定されたことによる影
響は、少なくとも理論的には（そして短期的には）ないというのが多数の
見解という評価がされている8。
（５）平成29年改正地方自治法
　平成29年に改正された地方自治法150条（平成32年4月1日施行予定）で
7 坂本三郎『一問一答平成 26 年改正会社法〔第 2 版〕』（商事法務・2015 年）235 頁。
8 弥永真生『企業集団における内部統制』（同文館・2016 年）4 頁（弥永真生執
筆部分）。
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は、都道府県知事及び指定都市の市長は、その担任する事務のうち次に掲
げるもの（財務に関する事務、その他総務省令で定める事務、管理・執行
が法令に適合し、かつ、適正に行われることを特に確保する必要があると
事務として当該都道府県知事又は指定都市の市長が認めるもの）の管理及
び執行が法令に適合し、かつ、適正に行われることを確保するための方針
を定め、及びこれに基づき必要な体制の整備をしなければならないとする
規定が設けられた（同１項）9。
　また、上記以外の市町村長については、同じ対象について、必要な体制
の整備をするよう努めなければならないとして、努力義務に留めている（同
2項）。
（６）小括
　このように、株式会社については、①大会社であれば、取締役・取締役
会は内部統制に関する決定義務を負い、②さらに上場会社の場合には、財
務報告の適正性を担保するという趣旨から、取締役は内部統制報告書の内
容を確認する義務を負うという二階建て構造になっていると説明される。
さらに、平成26年改正会社法では、子会社等の企業集団を有する場合に
はこれらの法人についても内部統制に関する決定義務が追加されている。
　一方で、内部統制に関する規制は、その重要性から、会社ではない組織
9 なお、同制度を検討するものとして、駒林良則「内部統制制度の自治体への導入
について」立命館法学 365 号（2016 年）1 頁、葭田英人「企業の内部統制制度の
地方自治体への導入」自治研究 93 巻 5 号（2017 年）87 頁、原島良成「地方公共
団体の内部統制強化―2017 年地方自治法一部改正」法学教室 448 号（2018 年）56 頁。
　会計学的側面から同制度を紹介・検討するものとして、舛井雄一「地方自治体に
おける内部統制改革の現状と課題」國學院大學北海道短期大学部紀要 29 号（2012
年）37 頁、石川恵子「わが国の地方自治体における内部統制の整備―現状と課題
の見える化に向けて―」会計 186 巻 5 号（2014 年）598 頁、石川恵子「わが国の
地方自治体における内部統制の制度設計の意義―地方自治体監査の効率的かつ効
果的な運用に向けて―」会計 188 巻 5 号（2015 年）570 頁、町田祥弘「地方公共
団体における内部統制の制度化について」地方自治 831 号（2017 年）2 頁、石原
俊彦「地方自治体における構築と評価」地方財務 759 号（2017 年）2 頁。
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にも導入されてきた。一般法人法では、一般社団法人・一般財団法人と、
公益認定を取得した、公益社団法人・公益財団法人も対象となる。これら
の法人は、非営利法人であり持分権者が存在しないため、責任追及や役員
の規律付けでは株式会社と同様に考えることはできないだろう。
　また、地方自治法では、地方自治体に内部統制の構築を要求するが、責
任追及や当事者の規律付けは、現状では未施行のため議論は十分ではない
が、理論的には非営利法人に比べると規律付けの面でのバランスは悪くな
いかもしれない。また、現状では導入されていないが、地方自治体は関連
団体や所管する独立行政法人など企業集団に相当する法人を有する場合も
多く、会社法を参考にすれば、そうした法人をも含む内部統制に関する規
制が検討されることもあり得るという意味では、未だ制度展開の余地を残
している。
３、検討
（１）行為者の規律付け
　規律付けの面から見ると、それぞれの法人に応じた特徴がある。株式会
社では、大会社の場合には取締役・取締役会が内部統制に関する決定義務
を負い、さらに善管注意義務から適切な内部統制を構築する義務を取締役
が負う。もし決定の不存在や、不十分な内部統制の構築により会社に損失
が発生した場合には、まずは会社が責任追及するが、それがされない場合
には代表訴訟という形で株主が会社に代わって責任追及することになる。
会社の損害は理論的には株主が所有する株式価値の低下という形で反映さ
れるため、最終的に株主が損害回復のための責任追及を行うはずなので、
内部統制構築の規律付けは十分であるように思われる。
　非営利法人では、一般法人・公益法人と社団法人・財団法人の区別によ
り四類型が存在し、規律付けもそれぞれ異なる。まず、内部統制に関する
決定については、非営利法人においては一律に要求されるが、責任追及に
ついては、一般社団法人では、法人あるいは社員が行うこととなる。この
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点は株式会社と同様であるが、社員は経費の負担はするものの（一般法人
法27条）、株式会社のように持分を有するわけではない。このため、社員
は法人が理事の任務懈怠により損失を被ったとしても、サービスの停止等
での不利益が大きくなければ、理事への責任追及を行う可能性は株式会社
に比べると高くない。さらに、一般財団法人は社員も存在しないため代表
訴訟制度が用意されておらず、責任追及の可能性はさらに低い。
　また、公益認定を取得した法人（公益社団法人・公益財団法人）では監
督官庁が公益認定の取消しを行う裁量を有するが、公益認定（と税制優遇）
の取り消しという間接的な不利益を与えるだけであり、当事者として責任
追及を行うわけではない。このため監督官庁の存在は役員の内部統制構築
の規律付けとしては十分ではないように思われる10。
　最後に、地方自治体では、その担任する事務のうち次に掲げるもの（主
に財務に関する事務）の管理及び執行が法令に適合し、かつ、適正に行わ
れることを確保するための方針を定めることと、これに基づき必要な体制
の整備が首長に求められている。この点、上述の株式会社や非営利法人で
は、内部統制の決定に関する義務と、善管注意義務の内容として適正な内
部統制を構築する義務の二つの義務から構成されていたが、地方自治法で
は明文規定で首長に方針の決定と適正な内部統制の構築を要求している
（ただし、次節で検討するように、その範囲は明文規定のある財務に関す
る義務に限定される可能性がある）。首長が内部統制の方針決定をしてい
ない場合や、適正な内部統制を構築していないことで当該地方公共団体に
損失が発生した場合には、当該首長が損害賠償責任を負うことになるが、
当該地方公共団体が責任追及を行わない場合には、住民訴訟によって責任
追及がされることになる（地方自治法242条の2第1項4号）。住民は地方公
10 非営利法人のガバナンスの問題については、拙稿「非営利法人のガバナンスの
問題点についての試論」横浜市立大学論叢社会科学系列 65 巻 1・2・3 号（2014
年）235 頁、拙稿「非営利法人における利害関係者の利益と責任追及の動機不均衡」
法学研究 89 巻 1 号 267 頁（2016 年）で検討してきた。
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共団体の持分を有するわけではないが、住民サービスの低下といった形で
損害を被るし、納税者意識が高まっている現在においては、内部統制構築
の規律付けが不十分であるとは考えられない11。なお、平成29年改正では
住民訴訟による首長や職員への萎縮効果を低減させるため、軽過失の場合
における損害賠償の責任の見直しが検討されたが、反対もあったことから、
会社法を参考に責任限定制度が導入されている（地方自治法243条の2）
12。会社法と一般法人法では業務執行を担う者は対象外となっているとこ
ろ、地方自治体では執行者自身も責任限定の対象としている点で規律付け
に違いが生じている13。
　以上の内部統制構築の規律付けについてまとめると、下図のようになる。
内部統制構築の規律
体制整備の決定／
方針の決定
適切な体制整備
の責任者
責任追及者
その他の
規律
責任限定制度
株式会社
取締役・取締役会
（大会社のみ）
取締役 会社・株主
あり（非業務執行
取締役等のみ）
非営利法人
（一般社団）
理事・理事会
（大規模法人のみ）
理事 法人・社員
あり（非業務執行
理事等のみ）
（一般財団）
理事・理事会
（大規模法人のみ）
理事 法人
あり（非業務執行
理事等のみ）
（公益社団）
理事・理事会
（大規模法人のみ）
理事 法人・社員 監督官庁
あり（非業務執行
理事等のみ）
（公益財団）
理事・理事会
（大規模法人のみ）
理事 法人 監督官庁
あり（非業務執行
理事等のみ）
地方自治体
首長
（方針の決定）
首長
地方公共団体・
住民
あり
11 前掲駒林 27 頁以下では、議会の存在など、会社法の仕組みと自治体の組織
構造の根本的相違という制度上の不整合が牽制関係に存在すると指摘する主張
もある。
12 武富可南「地方自治法等の一部を開始絵する法律について（下）」地方自治
840 号（2017 年）17 頁。
13 責任限定については、いずれの規定も善意・無重過失を要求している（会社
法 427 条、一般法人法 115 条、地方自治法 243 条の 2）。また、会社法、一般法
人法では総会による責任の免除が、地方自治体では議会による損害賠償請求権
の放棄は可能である。
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（２）地方自治体の長の内部統制に関する義務と責任
　上述のように、地方自治体における内部統制に関する義務の規律付けに
不足があるということはなさそうであるが、そもそも法人の性質が異なる
ため、首長がどのような責任を負っているのか確認しておく必要があるだ
ろう。
　地方公共団体の長は、都道府県においては知事が、市町村においては市
町村長が、住民の直接選挙によって選ばれる（地方自治法139条、憲93条）。
長は、地方公務員法3条1項にいう特別職の公務員とされる（地方公務員
法3条3項1号）。このような選出過程から、会社や一般・公益法人のように、
法人と役員との契約関係によらない14、住民の代表者という性質を有して
いる。
　義務としては、地方自治法138条の2において、「普通地方公共団体の執
行機関は、当該普通地方公共団体の条例、予算その他の議会の議決に基づ
く事務及び法令、規則その他の規程に基づく当該普通地方公共団体の事務
を、自らの判断と責任において、誠実に管理し及び執行する義務を負う。」
と定められている。
　地方公務員の損害賠償責任は、地方自治法243条の2による賠償責任と、
国家賠償法1条2項による賠償責任がある。前者は、会計管理者等の責任
を定めており、故意または重大な過失（現金については、故意または過失）
及び現金・物品等の亡失・損傷を要件にしており（同1項）、損害賠償に関
する民法の規定は適用されない（同14項）。この趣旨は、「煩雑な会計事
務における軽微な過誤についてまで賠償責任を追及されることによって、
職員が委縮してしまい、積極的な職務遂行を妨げるおそれがある」からと
説明される15。
14 阿部泰隆「住民訴訟四号請求訴訟における首長の責任（違法性と特に過失）
（上）」判例時報 1868 号（2004 年）5 頁。
15 村上順他編『新基本法コンメンタール地方自治法』（日本評論社・2011 年）
352 頁（稲葉一将執筆部分）。
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　また、後者については、公権力の行使に関して、故意又は重大な過失が
ある場合には、公務員は当該地方自治体から求償権を行使される可能性を
負う（なお、被害者は公務員の故意または過失によって損害を受けたとき
に損害賠償を求めることができるが、当該公務員には請求できず、当該公
務員の行為に軽過失しか認められない場合には、国または地方公共団体は
求償できない）（国賠法１条）。
　このように、公務員の損害賠償責任は、いずれも軽過失については責任
を負わない。しかし、地方公共団体の長が、前者（地方自治法243条の2）
の職員に当たるのかについては争いがある。最判昭和61年2月27日16は、
市長には同法の適用はなく、民法上の損害賠償責任を負うとした。その性
質については、債務不履行説を採る判例17もあるが、多くは不法行為責任
説を採っており18、これらは支出の違法性を判断した上で長の故意・過失
の有無を判断しているとされる19。
　このように、首長の身分は公務員とされながら、その責任については公
務員と同じような軽過失免責はない。また、その責任の性質についても、
会社法や一般法人法の役員が負う責任が委任関係に基づく契約責任である
ところ、首長の責任は不法行為責任とされており、その責任認定の要件自
体は、前者も善管注意義務違反認定の要素が過失であるから、責任の性質
によって責任の認定自体に差異が生じるわけではないが、違いが出てくる
場面もあるかもしれない。
　また、首長の責任に過失免責がないという点については、学説からの批
16 民集 40 巻 1 号 88 頁。
17 京都地判平成15 年 7月15日、裁判所ウェブサイト、West Law Japan ID:2003WLJPCA
07159015
18 東京高判平成 17 年 2月9日、裁判所ウェブサイト、West Law Japan ID:2005WLJPCA
05029002
19 石崎誠也「住民訴訟における長の賠償責任の根拠」別冊ジュリスト 215 号（地
方自治判例百選第 4 版、2013 年）179 頁。
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判が多い（ただし、平成29年改正でも、軽過失免責には反対意見20もあり
責任限定制度が導入された）。その理由は、軽微な過失でも住民訴訟が提
起されることで過度な責任を負うことになるといったものや、首長は個人
から契約によって限られた職務を与えられたものではなく、まして、法的
な判断能力を評価されて採用されたものではない…したがって、その職務
は法的な枠組みはあるものの、基本的には行政的・政治的な任務であり、
その責任の基本は政治責任である21と説明される。また、学説の一部には、
住民訴訟に類似する制度である商法の株主代表訴訟においては、経営判断
の原則という形で、裁判所が経営上の過失判断において、適正な審査が可
能になるような考え方が示されているとして、いわゆる経営判断原則を首
長の責任にも参考にすべきと主張するものもある22。しかし、前述した通
り、首長の責任の性質が不法行為責任だと考えると、日本におけるいわゆ
る経営判断原則は、「その決定の過程、内容に著しく不合理な点がない限り、
取締役としての善管注意義務に違反するものではないと解すべき23」と説
明され、契約責任である善管注意義務を前提としており、その要素として
の過失認定において同じ判断枠組みが用いられるかには、慎重な検討が必
要だろう24。
20 日本弁護士連合会「地方公共団体の長等の責任追及について，軽過失を免責
する方向での住民訴訟制度の見直しに反対する意見書」https://www.nichibenren.
or.jp/library/ja/opinion/report/data/2016/opinion_160121.pdf（2018 年 5 月 11 日現在
アクセス可能）。経緯については、前掲武富 18 頁以下。
21 前掲阿部 5 頁。
22 前掲阿部 7 頁。
23 最判平成 22 年 7 月 15 日（アパマンショップ事件）、判例時報 2091 号 90 頁。
24 前掲 17 の意見では、「『長は…裁量逸脱の違法の有無を事前に判断することはで
きない』という点が挙げられているが，長等は弁護士や学者等の専門家から意見を
聴取するなどして事前に裁量権の範囲からの逸脱の有無を公費で判断することがで
きるのであり，また，そうすることによって法令を遵守することが求められている。
加えて，そのような専門家の意見に基づいて行動したのであれば，たとえ事後的に
訴訟において長の行為が違法だと評価されたとしても過失なしとして責任を免れる
ことが可能となるのであるから，『事前に判断できない』というのは適切とはいえな
い。」としており、結果として同じ判断枠組みになることを示唆している。
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　一方で、地方自治体の長に内部統制に関する義務が法定されたことで、
首長の事務の管理及び執行を下部機関に委任する場合には、問題点が指摘
されない限り、設置された内部統制を信頼することができるとする、信頼
の権利によって監視義務違反に相当する責任からは保護されると考えるこ
ともできるのではないだろうか。内部統制における信頼の権利とは、「社
内に一定の内部統制体制が構築されている場合において、取締役等役員が
その効果を疑うべき事情がなく、また、同僚取締役や従業員がその内部統
制を善意で遵守することを信頼して良い場合に機能する。このような場合
には取締役に具体的予見可能性があったとしても、信頼の権利があるため
に、結果回避義務が生じない25」というものである。地方自治体には、財
務に限らず、事務の執行にも稟議等厳格な手続きが定められており、すで
にある程度の内部統制は存在していると思われる。そうした意味では、内
部統制規定の導入によって、責任が軽減されるというわけではないが、想
定される下部機関の不正について、内部統制のレビューを適時行っている
場合には首長の責任が問われる場面は限定的になる可能性があると考えら
れる。このような側面から見た場合には、従来から批判のあった首長の責
任が過度になるという批判にある程度対応できるという考え方もできるか
もしれない。
（３）地方自治法で求められる財務に関する事務の内部統制と
　    金融商品取引法の関係
　ところで、地方自治体の内部統制規定が要求するのは、主に財務に関す
る事務についての内部統制であり、その他の一般的な内部統制に関しては
今回の明文化では見送られている。財務に関する事務についての構築を求
めるという点に着目すると、会社法よりも金融商品取引法が上場会社に要
求する内容に近い。金融商品取引法の規制趣旨は、投資者保護のための適
切な情報提供（すなわち、不適切な財務計算に基づいた企業情報が開示さ
25 伊勢田通仁『内部統制と会社役員の法的責任』（中央経済社・2018 年）95 頁。
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れることで実際よりも高値で株式を買うことになる投資者の救済）にあり、
金融商品取引法24条の4の4が要求する内容は、財務計算に関する書類そ
の他情報の適切性を確保するための体制の評価となっている。
　地方自治法の内部統制規定の導入前にまとめられた「地方公共団体にお
ける内部統制制度の導入に関する報告書26」によると、内部統制の構築を
全般的に要求すると混乱や費用対効果を無視した過度な内部統制の整備に
つながる懸念もあることから、一部のリスクの対応から初めて徐々に深
まっていき、かつ、その範囲が一部の地方公共団体から徐々に広がるよう
な段階的な発展が望ましいとされた。このため、地方自治法における内部
統制では、内部統制の4つの目的（1.業務の有効性及び効率性、2.財務報告
の信頼性、3.事業活動に関わる法令等の遵守、4.資産の保全）から最低限
評価すべきリスクとして財務事務執行リスクを設定すると説明している。
　このように、内部統制の重要項目について明文をもって対応を促し、法
人の不正の確率を低減させようという点では一致しており、同じような内
部統制を要求するが、設定趣旨は異なっている。
（４）会社法で先行する内部統制の構築範囲の拡大の影響
　上述のように、地方自治体には導入当初においては、主に財務に関する
事務についての内部統制構築が求められるが、株式会社では、大阪地判平
成12年9月20日（大和銀行事件）を皮切りに取締役の善管注意義務として
リスク管理体制を構築する義務があると判示されてきた。会社の管理責任
についても、東京地判平成13年1月25日27（野村證券孫会社事件）、福岡地
判平成23年1月26日28（福岡魚市場事件）およびその控訴審判決である福
26 地方公共団体における内部統制の整備・運用に関する検討会「地方公共団
体における内部統制制度の導入に関する報告書」http://www.soumu.go.jp/main_
sosiki/kenkyu/c-koukyou_naibu/index.html（2018 年 5 月 4 日現在アクセス可能）
27 判例時報 1760 号 144 頁。
28 金融商事判例 1367 号 41 頁。
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岡高判平成24年4月13日29では、限定的ながら、取締役の忠実義務・善管注
意義務違反を認めるものがある他、平成26年会社法改正時には明文規定に
は至らなかったが、当時の法制審議会解消法部会30において、「親会社取締
役会による子会社の監督の職務について…そのような監督の職務があるこ
とについての解釈上の疑義は、相当程度払拭されたのではないかと思われ
ます」と総括されるなど、学説上においても肯定的に解されつつある31。
　このように考えると、一般法人・公益法人の役員の責任ついては、会社
と同様に委任契約であるので（一般法人法64条）、子会社の内部統制につ
いて決定義務が明記されていなくても、監視や内部統制が不十分であるた
めに法人に損失が発生した場合には責任が肯定される場合もあるだろう。
その意味で先行する株式会社の事例が、非営利法人に影響を与えるという
こともあり得そうである。
　一方で、地方自治体の首長の責任は、契約責任に基づく善管注意義務で
はなく、不法行為責任であると考えると、明文規定となっていない財務以
外の内部統制や、子会社に相当する独立行政法人への積極的な監視義務が
発生するかについては疑問が生じる。首長も法人役員と同様に包括的（業
務）執行権を有するから、積極的に行為する義務があったと考えることも
29 金融商事判例 1399 号 24 頁。
30 2012 年 8 月 1 日開催の法制審議会会社法部会第 24 回会議（最終回）議事録
9 頁。http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi04900149.html（ 平 成 30 年 6 月 26 日 現
在アクセス可能）。
31 立法時の経緯を紹介するものとして、前掲坂本 239 頁。これまでの経緯と
検討を加えるものとして、高橋英治「企業集団における内部統制」ジュリスト
1452 号（2013 年）26 頁、船津浩司「子会社管理義務をめぐる理論的課題」ジュ
リスト 1495 号（2016 年）51 頁。
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可能であろうし、そのように考える方が実態に近いだろう32。しかし、首
長の責任は不法行為責任であることに着目して、明文化された義務以外は
負わない（首長の責任が過度になるのであえて外してある）と考えること
もできるだろう（とはいえ、損失が発生した時点で責任を負うことになれ
ば結論は変わらないことになる）。
４、おわりに
　株式会社において発展した内部統制に関する規定は、会社法内での規定
の拡充に止まらず、非営利法人や地方自治体などの法人にも制度が取り込
まれ展開している。株式会社でない法人への制度的な展開は不正防止とい
う観点からは望ましいが、ガバナンスや規律付けが異なる点、内部統制構
築の責任を負う者の責任の性質から、株式会社と同様の責任を負うと考え
ることはできないことが明らかとなった。この点、それぞれの法人の特性
に応じた制度設計と理論的整合性を確保するための更なる検討が必要だろ
う。
付記：本研究は、公益財団法人横浜学術教育振興財団「平成29年度研究
助成」による研究成果による研究成果の一部である。
32 なお、首長による違法な執行行為について住民訴訟ができるかについては、
条文が財務に関するものに限定されているため問題となるが、「支出の原因が違
法であれば、支出も違法となる」という理屈で、住民訴訟で争われる財務会計
行為の違法事由として、その支出の原因行為の違法性も審査されるようになっ
た（最判昭和 52 年 7 月 13 日〔津地鎮祭訴訟〕、民集 31 巻 4 号 533 頁）。人見剛「住
民訴訟制度の諸問題」法学教室 372 号（2011 年）58 頁。
　このため、例えば所管する独立行政法人の監視義務や内部統制構築が不十分
であれば、補助金等の支出が違法という理由で、住民訴訟が提起される可能性
はあるだろう。
